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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 

当社は、平成17年４月25日、福知山線塚口・尼崎間において、106名のお客様の尊い命を奪い、500名

を超えるお客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。これまでの間、当社は「被

害に遭われた方々に誠心誠意と受け止めていただけるような取り組み」「安全性向上に向けた取り組み」

「変革の推進」を「経営の３本柱」と定め、全力で取り組んでまいりました。 

昨年４月には「福知山線列車事故追悼慰霊式」を執り行い、11月にはご被害者への「事故現場に関す

るご説明会」を開催いたしました。引き続き福知山線列車事故で被害に遭われた方々へ真摯に向き合い

対応してまいります。 

当社グループは、平成25年３月に、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画2017」とその中核をなす「安全

考動計画2017」を策定し、2017年度までの５年間を「確かな経営の土台をつくりあげる期間」と位置づ

け、「３つの基本戦略」と「４つの事業戦略」を重点戦略として推進してまいりました。昨年４月には、

この２年間の振り返りと経営環境の変化を踏まえ、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画2017」をアップ

デートし、目標の達成に向けた取り組みの修正、追加を行っております。 

当第３四半期連結累計期間においては、昨年３月に長野・金沢間が開業した北陸新幹線や全線開業40

周年を迎えた山陽新幹線のご利用が好調であったこと、シニア世代のお客様を中心としたご利用が増加

したこと等による運輸収入の増加に加え、主要駅での改装工事が進み新たな商業施設が開業し多くのご

利用をいただく等、流通業、不動産業といった鉄道事業以外でも増収となりました。以上のとおり、各施

策を着実に推進することに加え、将来の成長に向けた投資等についても計画通り実施してまいりました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は前年同期比7.9％増の１兆758億円、営業利益は同

23.3％増の1,656億円、経常利益は同25.9％増の1,497億円、法人税等を控除した親会社株主に帰属する

四半期純利益は同22.7％増の978億円となりました。 

一方、当社を取り巻く経営環境は、人口減少や対抗輸送機関との競合、激甚化する自然災害やテロ等

へのリスク対応、労務単価の上昇によるコストの増加など厳しい状況が続いております。そうしたなか、

引き続き北陸新幹線開業効果の最大化や訪日観光客・シニア需要の獲得に向けた取り組み、及び昨年４

月に開業した大阪ステーションシティ・ノースゲートビルディング西館「ＬＵＣＵＡ 1100」開業効果

の最大化を図る施策等各施策を推進してまいります。これらの推進に向けて、６月には運輸業、旅行業、

ホテル業などグループ全体での取り組みを推進する「グループインバウンド推進室」を設置したほか、

７月には東南アジア諸国からのご利用拡大を図るための現地拠点として、「シンガポール事務所」を設

置いたしました。また、地域共生への貢献の一環として、質の高い医療提供と地域の中核病院としての

役割を担うことを目的に、１月に広島鉄道病院を隣接地へ移転・開業し、医療法人化に向けた準備を進

めております。 

なお、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値向上に向けて、取締役会の実効性向上、ステ

ークホルダーとの信頼関係構築や適切な情報開示等を定めた「コーポレートガバナンス・コード」につ

いて昨年10月に必要な開示を行っております。 
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（１） 連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間の概況 

平成27年度第３四半期連結累計期間の経営成績は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

これをセグメント別に示すと次のとおりとなります。 

① 運輸業 

安全性向上については、平成25年に策定した「安全考動計画2017」のもと具体的な取り組みを実

施しております。とくに、この２年間で認識した課題を踏まえた重点項目として、激甚化する自然

災害への対処、ホームの安全性向上、死亡に至る鉄道労災防止、リスク管理の強化、内部監査の充

実と外部視点の活用への取り組みを進めております。 

激甚化する自然災害への対処としては、京阪神を中心に各線区の降雨時における防災強度向上の

取り組み等を進めております。 

地震・津波対策等としては、高架橋柱の耐震補強工事や山陽新幹線における逸脱防止ガードの整

備、津波避難設備の充実等に引き続き取り組むとともに、東日本大震災の教訓を生かして制定した

「津波避難誘導心得」及びマニュアルに基づく訓練等を実施しました。また、強風対策として湖西

線・北陸本線で防風柵の設置を進めております。 

ホームの安全性向上については、平成28年３月のダイヤ改正にあわせた使用開始に向け、高槻駅

に新快速・特急列車専用ホームを新設するとともに昇降式ホーム柵の設置工事を進めております。

また、山陽新幹線新神戸駅において、新たな可動式ホーム柵を平成28年３月から試行運用すること

としました。このほか、ＣＭ放映による安全意識向上の呼びかけやポスターを掲出するなど「ホー

ム転落防止キャンペーン」を実施いたしました。 

労災防止の取り組みとしては、保守作業や検査時の保安度向上を目的とした「工務関係触車事故

防止準則（在来線）」の改正を行ったほか、昨年１月に社員研修センター内に開設した「安全体感

棟」を活用する等の教育を実施しております。 

なお、重大事故の未然防止に向け、鉄道運転事故等に関する報告文化の一層の醸成を図るため、

平成28年４月より「ヒューマンエラー」に起因する事象については原則として処分・マイナス評価

の対象外とすることとしました。 

一方、昨年11月にＪＲ神戸線元町・神戸間の架線切断事象を発生させたほか、12月にはＪＲ神戸

線六甲道・灘間新駅設置工事での足場が倒壊し線路を支障する事象を発生させるなど、多くのお客

様に多大なご迷惑をおかけいたしました。また、12月に行われた山陽新幹線の橋梁塗装工事の際、

複数の作業員が墜落する労災が発生しました。 

また、今年度より、安全管理体制のレベルアップ及び安全管理体制監査の充実を図るため、安全

管理体制に対する第三者評価を導入しております。 

営業面については、北陸新幹線開業効果の最大化や山陽新幹線のご利用促進、訪日観光客・シニ

ア需要の獲得、京阪神エリアにおける線区価値向上と西日本エリアの観光活性化等に向けて取り組

売 上 高 １０，７５８億円

営 業 利 益 １，６５６億円

経 常 利 益 １，４９７億円

親会社株主に帰属する四半期純利益 １，９７８億円
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んでおります。 

北陸新幹線については、金沢開業にあわせた「e5489」等ネット商品の充実、金沢駅・富山駅を

起点とした観光周遊バスの運行、北陸と信越を広域に周遊できる旅行商品の発売を行っております。

また、昨年10月から北陸三県・北陸経済連合会・ＪＲグループで「北陸デスティネーションキャン

ペーン」を開催し、キャンペーンにあわせ観光列車「花嫁のれん」「ベル・モンターニュ・エ・メ

ール」の運行開始等による魅力付けに取り組んでおり、休日のみならず平日も含め、好調なご利用

をいただいております。さらに、関西と北陸エリアの相互流動の拡大に向けた取り組みの一環とし

て「関西・北陸交流会」を開催し、「観光」のみならず「産業」「文化」「学び」などといったキー

ワードを軸に、交流拡大に取り組んでいくことを議論いたしました。北陸新幹線では引き続き、平

成34年度末の金沢・敦賀間開業を目指して整備が進められており、当社としても準備に取り組んで

まいります。なお、敦賀以西ルートにつきましては、与党検討委員会の推移を注視してまいります。 

山陽新幹線においては、「山陽新幹線全線開業40周年キャンペーン」にあわせた関西の魅力を発

信するＣＭの放映を行ったほか、こだまのご利用促進として、「エヴァンゲリオン」とのコラボレ

ーション企画「500 ＴＹＰＥ ＥＶＡ」車両の運転を行いました。このほか、「リメンバー九州キャ

ンペーン」の展開及び「こだまＷＥＢ早特14」の発売を行うなどの施策を展開し、ご利用が順調に

増加しております。 

さらに、訪日観光客が増加するなか、英語・中国語等でご案内できる外国人案内スタッフを主要

駅に配置・増員したほか、関西から博多への観光周遊ルート商品「西遊紀行瀬戸内エリアパス」を

発売するなど、訪日観光客専用の商品等を展開することにより、ご利用の拡大を図りました。 

また、シニア世代には、50歳以上のお客様にお得な割引きっぷや旅行商品をご提案する「おとな

び」会員限定の乗り放題きっぷ「おとなびパス」や「おとなびＷＥＢ早特」を発売するなど需要喚

起の取り組みを推進し、ご好評をいただいております。 

このほか、京都梅小路エリアにおいては、地元自治体等と連携して梅小路エリアの活性化を図り、

「地域と歩む鉄道文化拠点」とすることを目指し、今春４月の「京都鉄道博物館」開業に向けて準

備を進めております。 

また、平成29年春「ＴＷＩＬＩＧＨＴ ＥＸＰＲＥＳＳ 瑞風」の運行開始に向けて、昨年６月に

専任機関「瑞風推進事業部」を設置し、順次運行ルートや車両デザイン等を決定したほか、12月に

は車内クルーの制服デザインを発表するなど、上質で快適な旅のご提供とエリアの活性化に向けた

取り組みの準備を進めております。 

さらに、持続可能な交通の実現に向けた取り組みとして、三江線について地元自治体に対し検討

を開始したい旨をお伝えしております。 

なお、昨年12月に、当社は国土交通大臣より「全国新幹線鉄道整備法」に定める新幹線鉄道大規

模改修引当金を積み立てることが必要かつ適当である法人に指定されました。これを受けて、現在、

同法に定める新幹線鉄道大規模改修引当金積立計画の作成を進めております。 

バス事業、船舶事業（宮島航路）については、安全輸送を基本とし、お客様のご利用に応じた輸

送改善等の実施により、利便性向上に努めました。 

この結果、上記各施策の取り組みによって、運輸業の営業収益は前年同期比7.7％増の7,042億円、

営業利益は同21.6％増の1,241億円となりました。 
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② 流通業 

駅の魅力向上に向けた取り組みとして、昨年12月に、新大阪駅改札内に順次開業準備を進めてき

た「エキマルシェ新大阪」がグランドオープンしたほか、松江駅「シャミネ松江」に縁結び通りゾ

ーンが新たに開業し、多くのご利用をいただいております。また、セブン－イレブン・ジャパンと

の提携店舗については、今年度新たに69店舗を開業して139店舗となり、売上げも順調に推移して

おります。 

さらに、近年の訪日観光客需要の増加を受け、平成29年開業を目指して宿泊特化型ホテル「ヴィ

アイン」を天王寺と梅田に新規出店することといたしました。 

なお、昨年８月に連結子会社の株式会社ジェイアール西日本フードサービスネットが、市中展開

を目的として、からふね屋珈琲株式会社の株式取得を行いました。 

このほか、各拠点駅において改装工事を進めていた店舗も計画通り開業し、また鉄道のご利用増

に伴うお客様の増加もあり、流通業の営業収益は前年同期比4.7％増の1,744億円、営業利益は同

59.9％増の51億円となりました。 

 

③ 不動産業 

昨年４月に開業した大阪ステーションシティ・ノースゲートビルディング西館「ＬＵＣＵＡ 

1100」開業効果の最大化に向けた取り組み、将来の成長に向けた各拠点駅の商業施設等のリニュー

アル工事を順次進めております。 

大阪ステーションシティ・ノースゲートビルディングについては、「ＬＵＣＵＡ 1100」のグラン

ドオープン以来、売上げ・来館者ともに堅調に推移しております。 

また、北陸新幹線金沢開業にあわせて新規・リニューアル開業を行った富山・金沢エリアのショ

ッピングセンターについても、鉄道のご利用増に伴い、多くのご利用をいただいております。 

さらに、昨年４月に倉敷駅ビル「サンステーションテラス倉敷」を開業、５月に広島駅「広島新

幹線名店街」を増床リニューアルしたほか、７月に新大阪駅２階商業施設を「アルデ新大阪」とし

てリニューアルするなど、商業施設の継続的なブラッシュアップに加え、沿線等におけるマンショ

ン分譲にも取り組みました。 

なお、ＪＲ大阪駅等においてショッピングセンターを運営している連結子会社２社について、よ

り利便性の高い、魅力ある商業施設の開発・運営を目指し、昨年４月に合併いたしました。 

この結果、不動産業の営業収益は前年同期比19.1％増の772億円、営業利益は同21.2％増の255

億円となりました。 

 

④ その他 

ホテル業については、訪日観光客の獲得に向けて販売拡大等に努め、多くのご利用をいただいて

おります。また、旅行業については、訪日観光客需要の獲得に向けた営業展開の強化、インターネ

ット販売の充実等を図るとともに、鉄道利用商品の販売拡大に取り組みました。 

このほか、人材育成や海外での経営・技術の獲得等を目的とし、昨年12月に三井物産株式会社と

の間で、ブラジルの都市旅客事業会社へ出資している日本法人ガラナアーバンモビリティ株式会社

の株式取得に向けた契約を締結いたしました。 

また、「ＩＣＯＣＡ電子マネー」については、10周年を記念して様々なイベントやキャンペーン

を実施し、更なるご利用促進に努めました。 
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工事業については、建設工事等における安全・品質の向上を図り、受注の拡大につながりました。 

この結果、その他の営業収益は前年同期比7.3％増の1,198億円、営業利益は同42.6％増の106億

円となりました。 

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間末の総資産額は２兆8,161億円となり、前連結会計年度末と比較し296

億円増加しました。これは主に、建設仮勘定の増加によるものです。 

負債総額は１兆8,930億円となり、前連結会計年度末と比較し467億円減少しました。これは主に、

未払金の減少によるものです。 

純資産総額は9,230億円となり、前連結会計年度末と比較し763億円増加しました。これは主に、利

益剰余金の増加によるものです。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

現時点における当社グループの当期連結業績は、概ね想定の範囲内で推移していることから、平成

28年３月期の連結業績予想につきましては、平成27年10月30日に開示した内容を変更しておりません。 

なお、今回の業績予想には織り込んでおりませんが、低濃度ＰＣＢ廃棄物の処理費用について、こ

れまでの処理実績等を勘案し、見積りの可能性を継続して検討しております。今後、会計上の要件を

充足すれば環境安全対策引当金を計上することとなります。 

 

(注) 上記の業績予想は、現時点で合理的であると思われる一定の前提に基づいており、変動

する可能性があります。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 

（１） 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基

準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連

結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13

日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続

している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取

得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、第１四半

期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価

の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方

法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分へ

の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び

前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－

５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四

半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

これによる当第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。 
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（３）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 
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１　決算概要
【損益計算書】

【貸借対照表】

  ※第３四半期決算のポイント

平成 28 年 １ 月 29 日
西日本旅客鉄道株式会社

26年度 27年度 増減 比率 26年度 27年度 増減 比率
実績

A B B-A B/A C D D-C D/C
<1.49> <1.49> <1.52> <1.51>

9,968 10,758 789 107.9 13,503 14,370 866 106.4
1,343 1,656 313 123.3 1,397 1,715 317 122.7
1,189 1,497 307 125.9 1,219 1,530 310 125.4

<1.29> <1.25> <1.41> <1.26>
796 978 181 122.7 667 960 292 143.9

6,707 7,231 524 107.8 8,909 9,490 580 106.5
運 輸 収 入 6,017 6,463 445 107.4 7,970 8,470 499 106.3

5,595 5,898 302 105.4 7,789 8,140 350 104.5
1,111 1,333 221 120.0 1,120 1,350 229 120.5

936 1,163 226 124.2 921 1,165 243 126.5
615 782 167 127.2 473 760 286 160.4

（注）< 　> は、連単倍率を示しております。

営 業 収 益

経 常 利 益

経 常 利 益
営 業 利 益

対前年

四半期(当期)純利益
親会社株主に帰属する

通期業績予想
（単位：億円、％）

連
　
結

単
　
体

四半期(当期)純利益

第３四半期累計
対前年

営 業 収 益

営 業 費 用
営 業 利 益

（単位：億円）

資 産 27,864 28,161 296 流動資産 103、固定資産 193

負 債 19,397 18,930 △ 467 流動負債 △372、固定負債 △94

(長期債務残高) (10,042) (10,212) (170)

純　資　産 8,467 9,230 763 親会社株主に帰属する四半期純利益 978、配当 △251

資 産 24,444 24,657 213 流動資産 453、固定資産 △240

負 債 18,128 17,809 △ 318 流動負債 △254、固定負債 △63

(長期債務残高) (9,977) (10,160) (183)

純 資 産 6,315 6,847 531 四半期純利益 782、配当 △251

単
 
体

備　　考
26 年 度
期 末

27 年 度
第3四半期末

増　減

連
　
結

参 考 平成27年度 第３四半期決算について

１ 第３四半期決算については、引き続き堅調な景気を背景に施策の効果もあり、連結、単体ともに増収増益。
・鉄道運輸収入は、堅調な景気を背景にビジネス、観光ともご利用が増加し、山陽新幹線が好調に推移。
加えて北陸新幹線も開業効果が持続。

・非鉄道事業でも、好調な鉄道利用を背景に、昨年度リニューアル工事の影響があった流通業や不動産業
で新規開業した商業施設や不動産分譲などが好調。

２ 昨年４月にアップデートした「ＪＲ西日本グループ中期経営計画 2017」での目標達成と今後の成長を目指し、
各戦略を着実に推進。特に、事業分野をまたがる戦略トピックスとして掲げた『北陸新幹線と北陸エリアの活
性化』『新生「ＬＵＣＵＡ ｏｓａｋａ」』『訪日観光客需要の獲得』については、引き続きグループをあ
げて重点的に施策を推進。これらの成果は着実に表れてきており、目標に対して順調に進捗。
・北陸新幹線は、北陸デスティネーションキャンペーンをはじめとした施策の成果もあり、開業以来想定を
上回るご利用をいただいているほか、北陸エリアの商業施設の店舗売上も引き続き好調。

・「ＬＵＣＵＡ ｏｓａｋａ」は、開業効果の最大化に向けた施策を推進し、ご利用が堅調に推移。
・インバウンドは、鉄道商品の発売が好調であったほか、非鉄道事業でも百貨店やホテルなどのご利用が
好調であるなどグループ全体として好調に推移。

３ 通期業績予想については、第３四半期までの業績が概ね想定の範囲内で推移していることから、連結、単体と
もに平成27年10月30日発表の予想を変更していない。

４ 引き続き、今後の持続的成長に向けて、安全性向上とともに「中期経営計画」で掲げた戦略方針に沿った施策
を着実に推進。
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２　輸送人キロ及び運輸収入（単体）（第３四半期累計）

（注）荷物収入は含めておりません。

 （単位：百万人㌔、億円、％）

定 期 556 605 49 109.0 70 76 6 108.8

定期外 13,204 15,036 1,831 113.9 2,772 3,269 496 117.9

合 計 13,760 15,642 1,881 113.7 2,842 3,345 502 117.7

定 期 17,262 17,414 151 100.9 1,082 1,071 △ 11 99.0

定期外 11,593 11,400 △ 193 98.3 2,092 2,046 △ 46 97.8

合 計 28,856 28,814 △ 41 99.9 3,175 3,117 △ 57 98.2

定 期 13,990 14,282 292 102.1 873 877 3 100.5

定期外 7,872 8,160 287 103.7 1,356 1,407 50 103.7

合 計 21,863 22,443 580 102.7 2,230 2,284 54 102.4

定 期 3,271 3,131 △ 140 95.7 209 194 △ 15 92.7

定期外 3,720 3,239 △ 481 87.1 735 638 △ 96 86.9

合 計 6,992 6,371 △ 621 91.1 944 833 △ 111 88.2

定 期 17,818 18,020 201 101.1 1,153 1,147 △ 5 99.6

定期外 24,798 26,436 1,638 106.6 4,864 5,315 450 109.3

合 計 42,617 44,457 1,839 104.3 6,017 6,462 445 107.4

増 減

輸　　送　　人　　キ　　ロ

27年度

運　　　輸　　　収　　　入

26年度
比 率 比 率

27年度26年度

全社計

増 減

在来線

近畿圏

その他

項　　　目 対  前  年

新幹線

対  前  年
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３　損益計算書
（１）単体（第３四半期累計及び通期業績予想）

（注）通期業績予想は、平成27年10月30日発表の予想を変更しておりません。

（単位：億円、％）

6,707 7,231 524 107.8  【２期連続の増収】 　 580

6,017 6,463 445 107.4 8,470 499

139 137 △ 1 99.2 183 △ 1

176 194 17 110.1 256 19

373 435 62 116.7  会社間清算増 等 581 63

5,595 5,898 302 105.4 350

1,744 1,740 △ 4 99.8 2,330 △ 0

2,530 2,728 197 107.8 3,905 214

動 力 費 338 334 △ 4 98.8 465 11

修 繕 費 959 1,008 48 105.0 1,535 67

業 務 費 1,231 1,385 153 112.4  会社間清算増、広告宣伝費増 等 1,905 135

138 201 63 146.2  北陸新幹線増 等 265 77

257 261 3 101.5 320 △ 0

925 967 41 104.5 1,320 59

1,111 1,333 221 120.0  【４期連続の増益】 229

△ 174 △ 169 4 97.4 △ 185 13

22 22 △ 0 － － －

197 192 △ 4 －  支払利息減 等 － －

936 1,163 226 124.2  【４期連続の増益】 243

△ 38 3 42 － △ 30 15

235 75 △ 159 －  工事負担金等受入額減 等 － － －

274 71 △ 202 －  工事負担金等圧縮額減、災害復旧費減 等 － － －

898 1,167 268 129.9 1,135 259

282 384 101 136.0 375 △ 27

615 782 167 127.2  【４期連続の増益】 760 286

科　　　目 26年度 27年度
対　前　年

備　　　　考
増 減 比 率

営 業 収 益

運 輸 収 入

運輸附帯収入

関連事業収入

そ の 他 収 入

営 業 費 用

人 件 費

物 件 費

線路使用料等

租 税 公 課

減 価 償 却 費

営 業 利 益

営 業 外 損 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税引前四半期純利益

法 人 税 等

四半期純利益

通期業績予想

9,490

1,165

1,350

8,140

今回
(1/29)

対前年
増 減
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（２）連結（第３四半期累計及び通期業績予想）

（注1）営業収益は、外部顧客に対する売上高を示しております。

（注2）通期業績予想は、平成27年10月30日発表の予想を変更しておりません。

（注3）連結子会社数　62社、持分法適用会社数　５社

（単位：億円、％）

比 率

789 107.9 【６期連続の増収】 866

505 107.7 当社　運輸収入の増 566

78 104.7 物販飲食業の増 108

124 119.1 分譲の増 193

81 107.3 工事業の増 △ 1

476 105.5 549

313 123.3 【４期連続の増益】 317

220 121.6 当社　運輸収入の増 211

32 51 19 159.9 物販飲食業の増 51 35

211 255 44 121.2 分譲の増 318 66

74 106 31 142.6 工事業の増 160 3

△ 153 △ 159 △ 5 103.6 △ 185 △ 7

307 125.9 【４期連続の増益】 310

8 △ 2 △ 11 － △ 55 △ 62

296 124.8 247

399 491 91 123.0 490 △ 66

798 204 125.6 985 314

1 25 23 1,374.1 25 21

796 978 181 122.7 【４期連続の増益】 960 292

親会社株主に帰属する

1,530

四 半 期 純 利 益

四 半 期 純 利 益

1,4751,494

非支配株主に帰属する

1,003

四 半 期 純 利 益

営 業 外 損 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税引前四半期純利益

法 人 税 等

1,4971,189

営 業 利 益 1,715

運 輸 業

流 通 業

不 動 産 業

そ の 他

1,343 1,656

(セグメント別内訳)

1,241

そ の 他 1,116 1,198 1,743

営 業 費 用 8,625 9,101 12,655

流 通 業 1,666 1,744 2,310

不 動 産 業 648 772 1,066

営 業 収 益 9,968 10,758 14,370

運 輸 業 6,537 7,042 9,251

(セグメント別内訳)

増 減
今回

（1/29）
対前年
増減

1,197

1,020 1,218

科　　　目 26年度 27年度
対　前　年

備　　　考
通期業績予想
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４　設備投資（第３四半期累計）

・主な設備投資件名（単体）
地震・津波対策等保安防災対策、新型電車（N700A、227系）等

（単位：億円、％）

増減 比率

1,324 1,368 44 103.4 －

自　己　資　金 1,187 1,312 124 110.5 2,310

負　　担　　金 136 56 △ 79 41.3 －

1,105 1,185 80 107.3 －

自　己　資　金 969 1,129 160 116.5 1,990

（再掲：安全関連投資） (394) (709) (315) (180.0) (1,230)

負　　担　　金 136 56 △ 79 41.3 －

 設　備　投　資

対　前　年

単
 
体

連
 
結

 設　備　投　資

27年度
通期計画

27年度26年度
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５　貸借対照表
（１）連結

（２）単体 （単位：億円）

2,352 2,806 453

22,091 21,851 △ 240
17,961 17,915 △ 45 資産増 1,011、資産減 △1,056

586 767 180
3,544 3,168 △ 375

24,444 24,657 213

5,316 5,061 △ 254
797 945 147

4,519 4,116 △ 402 未払金 △639

12,811 12,748 △ 63
9,179 9,215 35
3,498 3,393 △ 105
133 139 6

18,128 17,809 △ 318

6,274 6,804 530
1,000 1,000 －
550 550 －

4,724 5,255 530 四半期純利益 782、配当 △251
△ 0 △ 0 △ 0

 41 42 1

6,315 6,847 531

24,444 24,657 213

27 年 度
第３四半期末

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

資 産 計

１年内返済予定長期借入金等

未 払 金 等

社債・長期借入金等

流 動 負 債

株 主 資 本

負 債 計

備      考科               目

建 設 仮 勘 定

増  減
26 年 度

固 定 資 産

期 末

流 動 資 産

負 債 ・ 純 資 産 計

投 資 そ の 他 の 資 産

鉄道事業等固定資産

資 本 金
資 本 剰 余 金

純 資 産 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

利 益 剰 余 金
自 己 株 式

そ の 他 の 固 定 負 債

（単位：億円）

3,635 3,738 103

24,228 24,422 193

21,341 21,256 △ 84 資産増 1,148、資産減 △1,233

614 929 315

2,272 2,236 △ 36

27,864 28,161 296

5,270 4,897 △ 372

817 963 146

4,452 3,933 △ 519 未払金 △396

14,127 14,032 △ 94

9,224 9,248 23

3,752 3,624 △ 128

1,149 1,159 9

19,397 18,930 △ 467

7,977 8,707 729

1,000 1,000 －

550 550 0

6,431 7,161 729

△ 4 △ 4 △ 0

35 48 13

454 475 20

8,467 9,230 763

27,864 28,161 296

　親会社株主に帰属する
　四半期純利益 978、配当 △251

有 形 固 定 資 産 等

１年内返済予定長期借入金等

未 払 金 等

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 計

固 定 負 債

流 動 負 債

株 主 資 本

負 債 計

そ の 他 の 固 定 負 債

社債・長期借入金等

退職給付に係る負債

備      考科               目

建 設 仮 勘 定

増  減
26 年 度

固 定 資 産

期 末

流 動 資 産

27 年 度

第３四半期末

負 債 ・ 純 資 産 計

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

純 資 産 計

非 支 配 株 主 持 分

その他の包括利益累計額

自 己 株 式

参考-6
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